
労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

目標
（a）

目標
(a/c-1)×100

or　a-c

実績 *3
（b/d-1)×100

or　b-d

就職率 ※ 27% 4～11月 27.0% 25.6% 4～11月 26.3% 1.4% pt 0.7% pt
※　雇用契約において雇用期間の定めがない
か又は4ヶ月以上の雇用期間が定められてい
るものに限る。

雇用保険受給者の早期再就職割合 24% 4～10月 23.8% 24.9% 4～10月 23.4% -0.9% pt 0.4% pt

求人充足率 ※ 27% 4～11月 28.7% 30.0% 4～11月 32.2% -3% pt -3.5% pt
※　雇用契約において雇用期間の定めがない
か又は4ヶ月以上の雇用期間が定められてい
るものに限る。

ハローワークの職業紹介により正規雇用に
結びついたフリーター等の数

人 240,000 4～11月 162,702 244,316 4～11月 163,127 -1.8% -0.3%

学卒ジョブサポーターによる支援（正社員
就職者数）

人 104,000 4～11月 90,238 59,903 ※1 - - - -
※1 2010年9月～2011年3月末の実績（累計）
（※平成23年3月分の岩手局・宮城局が含ま
れていないため速報値である。）

学卒ジョブサポーターによる支援（開拓求
人数）

人 110,000
4～11月

※1
130,271 61,011 ※2 - - - -

※1 2011年4月～8月までは、岩手局・宮城
局・福島局が含まれていない数値である。（単
月実績も同様）
※2 2010年9月～2011年3月末の実績（累計）
（※平成23年3月分の岩手局・宮城局が含ま
れていないため速報値である。）

新卒応援ハローワーク（利用者数（出張相
談等含む））

人 339,000 4～11月 350,508 228,952 ※1 - - - -
※1 2010年9月～2011年3月末の実績（累計）
（※平成23年3月分の岩手局・宮城局が含ま
れていないため速報値である。）

新卒応援ハローワーク（正社員就職者数） 人 53,000 4～11月 40,656 30,485 ※1 - - - -
※1 2010年9月～2011年3月末の実績（累計）
（※平成23年3月分の岩手局・宮城局が含ま
れていないため速報値である。）

希望者全員が65歳まで働ける企業の割合 50.0% ※1 - -
47.9%

（2010年度目標：
50％）

※2 - - - -

※1 2012年の高年齢者雇用状況報告におい
て50％以上、かつ、2011年の高年齢者雇用状
況報告よりも1.6％ポイント以上
※2 2010年度の実績は2011年6月1日現在の
数値で把握する。

「70歳まで働ける企業」の割合 20.0% ※1 - ※1
17.6%

（2010年度目標：
20％）

※2 - - - -

※1 2012年の高年齢者雇用状況報告におい
て50％以上、かつ、2011年の高年齢者雇用状
況報告よりも0.8％ポイント以上
※2 2010年度の実績は2011年6月1日現在の
数値で把握する。

中高年齢者試行雇用事業(開始者数) 人 4,200 4～11月 3,573 4,959 4～11月 3,414 -15.3% 4.7%

中高年齢者試行雇用事業(常用雇用移行
率)

77% 4～11月 77.1% 78.1% 4～11月 78.4% -1.1% pt -1.3% pt

正社員求人数 人 3,146,137 4～11月 2,230,849 2,968,054 4～11月 1,914,969 6.0% 16.5%

実績（年間）
（c）

実績（bと同期）
（d）

備考

2010年度

項目

前年度比(差) *22011年度

実績(途中経過)
（b）

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。



労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

目標
（a）

目標
(a/c-1)×100

or　a-c

実績 *3
（b/d-1)×100

or　b-d

実績（年間）
（c）

実績（bと同期）
（d）

備考

2010年度

項目

前年度比(差) *22011年度

実績(途中経過)
（b）

緊急人材育成支援事業による職業訓練(受
講者数)

人 120,000 4～9月 209,714 289,719 4～9月 125,672 -58.6% 66.9% ※ 2011年12月31日現在

緊急人材育成支援事業による職業訓練(修
了3ヶ月後の就職率)

60% 4～9月 74.9% 69.2% ※１ 4～9月 64.4% -9.2% pt 10.5% pt
※1 2010年1月～2010年12月末まで修了コー
ス

就職支援プログラム事業(開始者数) 件 119,000 4～9月 78,214 132,541 4～9月 69,501 -10.2% 12.5%

就職支援プログラム事業(就職率) 73% 4～9月 75.7% 74.4% 4～9月 75.1% -1.4% pt 0.6% pt

マザーズハローワーク事業(重点支援対象
者数)

人 48,000 4～9月 27,224 48,341 4～9月 25,082 -0.7% 8.5%

マザーズハローワーク事業(就職率) 85% 4～9月 88.7% 85.1% 4～9月 86.5% -0.1% pt 2.2% pt

男性の育児休業取得率 4% - - 1.38% - - 2.6% pt -

３歳までの育児のための短時間勤務制度
の制度普及率

56% - - 54.3% - - 1.7% pt -

ポジティブ・アクション取組企業割合 34% - - 28.1% - - 5.9% pt -

ハローワークにおける障害者の就職件数 前年度以上 4～11月 39,892 52,931 4～11月 35,904 - 11.1%

障害者の雇用率達成企業割合 47% ※1 - -
45.3%

（2010年度目標：
45％以上）

- - - -
※1 2012年6月1日時点の報告

障害者トライアル雇用(開始者数) 人 9,000 4～11月 7,745 10,650 4～11月 7,636 -15.5% 1.4%

障害者トライアル雇用(常用雇用移行率) 86% 4～11月 87.1% 86.4% 4～11月 85.8% -0.4% pt 1.3% pt

精神障害者雇用トータルサポーターの相談
支援を終了した者のうち、就職に向けた次
の段階（※）へ移行した者の割合

60% 4～9月 77.3% - - - - - -

※ 就職（トライアル雇用、精神障害者等ステッ
プアップ雇用含む）、職業紹介、職場実習、職
場訓練・職場適応訓練へのあっせん、面接訓
練

ニートの縮減（サポステによるニート等の就
職等進路決定者数）

人 7,800 4～11月 7,487 6,742 4～11月 4,452 15.7% -

※１　2010年度はサポステ利用開始後6ヶ月
経過時点の就職等進路決定者数。2011年度
は当該月の就職等進路決定者数としたため
単純比較はできない、

ジョブ・カード取得者 万人 28 4～11月 16.6 22.4 ※ 4～11月 14.1 25.0% 17.7% ※ 2010年度新規取得者数

以上 

以上 

以上 

以上 

（※1） 

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。



労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

目標
（a）

目標
(a/c-1)×100

or　a-c

実績 *3
（b/d-1)×100

or　b-d

実績（年間）
（c）

実績（bと同期）
（d）

備考

2010年度

項目

前年度比(差) *22011年度

実績(途中経過)
（b）

公共職業訓練（離職者訓練）(受講者数) 人 215,000 4～11月 116,265 166,681 4～11月 133,950 29.0% -13.2%

公共職業訓練（離職者訓練（施設内訓練））
(修了3ヶ月後の就職率)

80% 4～8月 79.1% 77.6% 4～8月 78.8% 2.4% pt 0.3% pt

公共職業訓練（離職者訓練（委託訓練））
(修了3ヶ月後の就職率)

65% 4～7月 64.6% 63.7% 4～7月 62.2% 1.3% pt 2.4% pt

【再掲】緊急人材育成支援事業による職業
訓練(受講者数)

人 120,000 4～9月 209,714 289,719 4～9月 125,672 -58.6% 66.9% ※ 2011年12月31日現在

【再掲】緊急人材育成支援事業による職業
訓練(修了3ヶ月後の就職率)

60% 4～9月 74.9% 69.2% ※１ 4～9月 64.4% -9.2% pt 10.5% pt
※1 2010年1月～2010年12月末まで修了コー
ス

自己啓発を行っている労働者の割合(正社
員)

50% - - 41.7% ※ - - - - ※ 調査対象年度は2009年度

自己啓発を行っている労働者の割合(非正
社員)

30% - - 18.4% ※ - - - - ※ 調査対象年度は2009年度

年次有給休暇取得率 51.3% - - 48.1% ※ - - - - ※ 2010年調査

週労働時間60時間以上の雇用者の割合
*4

9.0% 1～1１月 9.4% 9.4% ※ 1～11月 9.6% -0.4% pt -0.2% pt ※ 2010年（目標は暦年設定）

労働災害発生件数  *4 件
前年比5％減
※震災を直接の原
因とした災害を除く

1～11月
（速報値）

75,612 107,759 ※ 1～11月 74,587 -5.0% 1.4% ※ 2010年

メンタルヘルスに関する措置を受けられる
職場の割合

- - 33.6% ※ - - - -

※ 直近の実績値（2007年）
※ 2010年9月に職場におけるメンタルヘルス
対策検討委員会報告書を取りまとめて発表。
報告書の内容等を踏まえ、労働政策審議会
において議論を行い、2010年12月22日に報告
を取りまとめ、大臣に建議。

受動喫煙のない職場 - - 46% ※ - - - -

※ 直近の実績値（2007年）
※ 2010年5月に職場における受動喫煙防止
対策に関する検討会報告書を取りまとめ、報
告書の内容等を踏まえ、労働政策審議会にお
いて議論を行い、2010年12月22日に報告を取
りまとめ、大臣に建議。

労働政策審議会の建議を
踏まえ、所要の見直し措置
を講じる

労働政策審議会の建議を
踏まえ、所要の見直し措置
を講じる

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。



労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

就職率 ※

雇用保険受給者の早期再就職割合

求人充足率 ※

ハローワークの職業紹介により正規雇用に
結びついたフリーター等の数

人

学卒ジョブサポーターによる支援（正社員
就職者数）

人

学卒ジョブサポーターによる支援（開拓求
人数）

人

新卒応援ハローワーク（利用者数（出張相
談等含む））

人

新卒応援ハローワーク（正社員就職者数） 人

希望者全員が65歳まで働ける企業の割合

「70歳まで働ける企業」の割合

中高年齢者試行雇用事業(開始者数) 人

中高年齢者試行雇用事業(常用雇用移行
率)

正社員求人数 人

項目

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

21.8% 25.3% 27.8% 28.9% 26.2% 29.3% 29.0% 30.8%

11.9% 21.2% 28.7% 32.0% 31.0% 28.9% 26.8%

33.1% 32.4% 31.1% 27.2% 25.7% 27.4% 27.1% 26.4%

20,119 19,105 21,185 19,690 20,550 20,606 21,085 20,362

13,380 11,064 11,184 8,433 8,705 10,262 13,693 13,517

8,048 8,995 23,996 25,932 17,294 17,208 15,947 12,851

48,740 41,975 41,985 40,415 41,072 41,697 46,593 48,031

6,121 5,708 5,327 3,548 3,888 3,831 6,089 6,144

464 437 455 439 404 441 461 472

76.9% 77.3% 73.7% 80.9% 74.3% 80.8% 77.5% 74.6%

277,333 251,235 264,436 279,770 287,348 286,832 299,720 284,175

2011年度 *1

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。



労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

項目

緊急人材育成支援事業による職業訓練(受
講者数)

人

緊急人材育成支援事業による職業訓練(修
了3ヶ月後の就職率)

就職支援プログラム事業(開始者数) 件

就職支援プログラム事業(就職率)

マザーズハローワーク事業(重点支援対象
者数)

人

マザーズハローワーク事業(就職率)

男性の育児休業取得率

３歳までの育児のための短時間勤務制度
の制度普及率

ポジティブ・アクション取組企業割合

ハローワークにおける障害者の就職件数

障害者の雇用率達成企業割合

障害者トライアル雇用(開始者数) 人

障害者トライアル雇用(常用雇用移行率)

精神障害者雇用トータルサポーターの相談
支援を終了した者のうち、就職に向けた次
の段階（※）へ移行した者の割合

ニートの縮減（サポステによるニート等の就
職等進路決定者数）

人

ジョブ・カード取得者 万人

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2011年度 *1

30,322 29,521 40,162 27,986 23,329 59,394

71.4% 71.2% 71.2% 71.5% 72.2% 73.0% 73.8% 74.9%

7,364 4,650 4,496 4,192 4,107 4,323 5,219 5,541

2041 716 718 707 708 786 981 1009

85.3% 84.6% 87.5% 90.6% 86.9% 86.7% 85.7% 84.6%

966 728 827 819 906 1042 1096 1103

1.8 2.0 2.5 2.3 2.6 2.3 1.7 1.5

77.0% 77.5%

38,447

76.1%

12,761

88.7%

39,767

75.3%

14,463

88.7%

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。



労働政策審議会　点検評価部会　月例指標
（2011年1月現在）

項目

公共職業訓練（離職者訓練）(受講者数) 人

公共職業訓練（離職者訓練（施設内訓練））
(修了3ヶ月後の就職率)
公共職業訓練（離職者訓練（委託訓練））
(修了3ヶ月後の就職率)

【再掲】緊急人材育成支援事業による職業
訓練(受講者数)

人

【再掲】緊急人材育成支援事業による職業
訓練(修了3ヶ月後の就職率)

自己啓発を行っている労働者の割合(正社
員)
自己啓発を行っている労働者の割合(非正
社員)

年次有給休暇取得率

週労働時間60時間以上の雇用者の割合
*4

労働災害発生件数  *4 件

メンタルヘルスに関する措置を受けられる
職場の割合

受動喫煙のない職場

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2011年度 *1

34,358 8,394 11,751 14,212 9,843 11,642 17,160 8,905

75.4% 75.5% 77.8% 78.5% 79.1%

64.2% 65.2% 65.4% 64.6%

30,322 29,521 40,162 27,986 23,329 59,394

71.4% 71.2% 71.2% 71.5% 72.2% 73.0% 73.8% 74.9%

7.7% 9.4% 9.5% 9.1% 8.8% 9.0% 9.6% 9.9% 9.9% 10.3% 10.3%

13,668
（1～4月）

19,980
（1～5月）

29,162
（1～6月）

37,684
（1～7月）

46,173
（1～8月）

57,125
(1～9月)

66,594
(1～10

月)

75,612
(1～11

月)

(H23) (H23) (H23) 

*1黄色表示は今月の更新データ　*2 指標が実数値の場合は前年度実績比、前年同期比。指標が割合(%表示)の場合は、前年度実績差、前年同期差を記載。
*3 前年度比(差)実績は、四捨五入の関係上、2010年度と2009年度の実績の比(差)とは異なる場合がある。 *4は削減を目標とする指標。


